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○当期の延べ宿泊者数は約1億1,039万人泊で、前年同期比+1.8%であっ

た。

○その内、外国人延べ宿泊者数は約1,171万人泊で、前年同期比+32.1%

と、平成25年第3四半期より連続で30%超の伸び率であった。また、延べ

宿泊者数全体に占める外国人宿泊者数の割合は10.6%と、2期連続で

最高値を更新した。

○一方、日本人延べ宿泊者数は約9,868万人泊で、前年同期比-0.9%で

あることから、延べ宿泊者数全体の伸びは外国人延べ宿泊者数の増

加が寄与しているといえる。

○国籍（出身地）別で外国人延べ宿泊者数の伸び率をみると、フィリピン

（前年同期比+101.4%）、中国（同+83.6%）、マレーシア（同+61.4%）、タイ

（同+45.3%）等が、大幅に拡大した。

○客室稼働率を宿泊施設タイプ別でみると、シティホテル76.2%、ビジネス

ホテル70.7%、リゾートホテル50.0%の稼働率となっており、これらの施設

タイプでは、調査開始以来、第2四半期（4月-6月）としては最も高い客

室稼働率であった。
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平成２６年第２四半期（４月～６月）の調査結果の概要

○延べ宿泊者数は、約1億1,039万人泊（前年同期比+1.8%）で、うち外国人
は約1,171万人泊（前年同期比+32.1 % ）。

○延べ宿泊者全体に占める外国人宿泊者の割合は10.6%であり、調査開始
以来、最も高い割合。

※22.4-6より従業者数10人未満の施設も調査対象。■ 延べ宿泊者数【従業者数10人以上の施設】

■ 延べ宿泊者数【従業者数9人以下の施設】

■ うち外国人宿泊者数

２．都道府県別延べ宿泊者数

①都道府県別延べ宿泊者数（平成26年４月～６月）と前年比

１．四半期別延べ宿泊者数、うち外国人延べ宿泊者数の推移



2

②都道府県別延べ宿泊者数
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３． 外国人延べ宿泊者数

①都道府県別外国人延べ宿泊者数

○外国人延べ宿泊者数は、 37都道府県で前年同期に比べ増加。



②都道府県別外国人延べ宿泊者数
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(１) 国籍（出身地）別外国人延べ宿泊者数

③国籍（出身地）別外国人延べ宿泊者数

○国籍（出身地）別外国人延べ宿泊者数は、第１位が台湾、第２位
が中国、第３位がアメリカで、上位３ヵ国・地域で全体の約４割以
上を占める。

○伸び率でみると、フィリピン（前年同期比+101.4%）中国（同+83.6%）、
マレーシア（同+61.4%）、タイ（同+45.3%）は、大幅に拡大した。

※従業者数10人以上の施設に対する調査から作成
※平成25年第1四半期より、国籍（出身地）別外国人延べ宿泊者数の調査において、インドネシアを追加しています。
※平成25年第2四半期より、国籍（出身地）別外国人延べ宿泊者数の調査において、ベトナム、フィリピンを追加しています。



④国籍（出身地）別、都道府県別外国人延べ宿泊者数構成比（上位５都道府県）

※従業者数10人以上の施設に対する調査から作成
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⑤都道府県別、国籍（出身地）別外国人延べ宿泊者数構成比（上位５国籍）
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※各都道府県で、客室稼働率が最も大きい宿泊施設タイプを色付けした。
また、宿泊施設タイプ別に見たとき、客室稼働率が最も大きかった都道府県を
赤線で囲んでいる。

３． 客室稼働率
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調査の概要

1. 調査対象期間 平成26年4月～6月の3ヶ月間

2. 調査施設 全国のホテル、旅館、簡易宿所、会社・団体の宿泊所などの

全宿泊施設 ： 50,802施設

調査施設数 ： 18,474施設

回収率 ： 60.7% （全体）

3. 調査結果の推移

①月別延べ宿泊者数、うち外国人延べ宿泊者数の推移（平成25年1月～平成26年6月）

②定員稼働率、客室稼働率の推移（平成25年1月～平成26年6月）



● 母集団施設数について

・平成21年（確定値）第1四半期：従業者数10人以上の施設（約1万施設）

・平成22年（確定値）第1四半期以降：従業者数10人以上の施設（約１．２万施設）

※従業者数10人以上の施設でも、平成21年確定値と平成22年確定値の母集団数には差があります。比較する際

には、第１表をご確認頂く等、ご注意下さい。

○平成22年第２四半期（4～6月調査）から、従業者数10人未満の施設も調査対象となり、その際

に母集団数に差異が生じております。調査結果をご活用の際は以下の点にご留意下さい。
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１．平成22年第1四半期以前の調査

（１）調査対象施設

平成16年度事業所・企業データベース（総務省）を基に、国土交通省観光庁で

補正を加えた名簿から抽出した、全国の従業者数10人以上のホテル、旅館、簡易

宿所の宿泊施設

（２）集計結果

全国の従業者数10人以上の宿泊施設における延べ宿泊者数等の推計値

２．平成22年第2四半期以降の調査

（１）調査対象施設

統計法第27条に規定する事業所母集団データベース（総務省）を基に、国土交通省

観光庁で補正を加えた名簿から抽出した、全国のホテル、旅館、簡易宿所、会社・

団体の宿泊所などの宿泊施設

調査施設については、従業者数に応じて以下のとおり

● 従業者数10人以上の事業所 ： 全数（悉皆）調査

● 従業者数5人～9人の事業所 ： 1／3を無作為に抽出してサンプル調査

● 従業者数0人～4人の事業所 ： 1／9を無作為に抽出してサンプル調査

（２）集計結果

全国のすべての宿泊施設における延べ宿泊者数等の推計値

調査対象拡充の概要

宿泊旅行統計調査の活用における留意点

●宿泊旅行統計調査の詳細データについて

＜宿泊旅行統計調査＞の詳細データについては、下記ホームページに掲載しています。

国土交通省観光庁ホームページ
http://www.mlit.go.jp/kankocho/

観光庁 情報・資料 統計情報 宿泊旅行統計調査

（宿泊旅行統計ホームページ）

○当資料の数値は暫定値であるため、確定値において数値が変更します。
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